
 

 

第６９２回通関協議会（本関地区） 

 

１、  日  時   平成２８年  １月  １３日 （水） １２時より 

２、 場  所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

３、 議題等（敬称略） 

 

（1）政策評価アンケートに係るお願い 

業務部 野口 管理課長 

（2）平成 28 年 1 月 1 日から同年 12 月 31 日までの延滞税等の割合について 

業務部 河田 収納課長 

（3）関税法第 70 条の規定に基づく他法令確認書類の取扱いについて 

  業務部 金子 統括審査官（通関総括第３部門） 

（4）知的財産に係る税関への新規・追加差止申立てについて（10 月～12 月） 

業務部 篠原 知的財産調査官 

（5）ＴＰＰ説明会資料の税関ホームページ掲載について 

業務部 佐々木 原産地調査官 

（6）電気カーペットの分類変更について 

業務部 清宮 首席関税鑑査官 

 

 

その他・連絡事項等 

・第 690 回 配布資料の一部訂正について 

業務部 清宮 首席関税鑑査官 

・電磁的記録（ＭＳＸ業務）による申告関係書類の提出状況（１２月分）について 

業務部 星野統括審査官（通関総括第１部門） 

 

 

 

次回開催予定日  平成 28 年 2 月 9 日（火） 12：00～  

開 催 場 所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

当協会に関するご質問や議題提起がありましたら、事務局あてにご連絡ください 

公益財団法人日本関税協会横浜支部 

TEL 045-680-1757  FAX 045-680-1758 

E-mail: bra_yokohama@kanzei.or.jp 
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（参考）
平成２７年

　財務大臣告示
　　　0.8％

２．８％

９．１％

１．８％

平成28年1月1日から同年12月31日までの延滞税等の割合について

　　　特例
    （平成25年度改正　平成26年1月1日施行）

＋　７．３％

【特例基準割合】（※注）

【加算割合】

＋　１％

本則

７．３％

１４．６％

７．３％

内　容

納期限後２ヶ月以内等に
ついては、早期納付を促す
観点から低い利率

法定納期限を徒過し履行
遅滞となった納税者に課さ
れるもの

国から納税者への還付金
に付される利息

平成２８年

　財務大臣告示
　　　0.8％

還付加算金

延滞税

納期限の翌日か
ら２か月を経過す
る日まで

納期限の翌日か
ら２か月を経過す
る日後

【特例基準割合】（※注）

【特例基準割合】（※注） 【加算割合】

財務大臣が告示した割合　＋　１％

財務大臣が告示した割合　＋　１％

財務大臣が告示した割合　＋　１％

　　　　第７２条の１００第２項（貨物割に係る延滞税の賦課徴収）、第７２条の１０４第２項（貨物割に係る還付金の還付）、第７２条の１０６第１項（貨物割に係る延滞税の計算）、同条第２
　　　　項（貨物割に係る還付加算金の計算）

（※注）　「特例基準割合」　：　各年の前々年の１０月から前年の９月までの各月における国内銀行の貸出約定平均金利（新規・短期）の平均として各年の前年の１２月１５日までに
　　　　　　　　　　　　　　　　　財務大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した割合をいう。

＜根拠法令＞
　①関税法
　　　　第１２条第１項（延滞税の割合）、第１３条第２項（還付加算金の割合）、附則（昭29.4法61）第３項（延滞税の割合の特例）、第４項（還付加算金の割合の特例）
　②国税通則法
　　　　第６０条第２項（延滞税の割合）、第５８条第１項（還付加算金の割合）
　③租税特別措置法
　　　　第９３条第２項（特例基準割合の定義）、第９４条第１項（延滞税の割合の特例）、第９５条（還付加算金の割合の特例）
　④地方消費税法

平成28年1月13日

横浜税関業務部収納



◆写しにより他法令確認が可能となった法令

法　　令 輸出 輸入

大麻取締法 ○ ○

覚せい剤取締法 ○ ○

麻薬及び向精神薬取締法 ○ ○

あへん法 ○ ○

肥料取締法 - ○

砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律 - ○

加工原料乳生産者補給金等暫定措置法 - ○

農薬取締法 - ○

高圧ガス保安法 -
○
※

※高圧ガス保安法の適用除外となるエアゾール製品等については、初回のみ「試験成績書」原本の提出が必要。

(個別通達「高圧ガス保安法の適用除外となるエアゾール製品等の通関の際における取扱いについて」（平成9年3月31日付　蔵関第290号））

(参考）

・「関税法基本通達等の一部改正について」（平成27年12月21日付　財関第1360号）

・平成28年1月1日から実施

関税法第70条の規定に基づく他法令確認書類の取扱いについて

2016年1月13日

本関地区通関協議会資料

横浜税関業務部通関総括第3部門
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【10月】 ［横浜税関業務部］
権利 品名

知的財産の内容
（又は変更内容）

登録商標、意匠等 申立人

意匠 美容用ローラー 美容用ローラーに係る意匠 株式会社ＭＴＧ

商標
イヤホン、ミキシングコンソー
ル、ステレオパワーアンプ、楽
器用バッグ

「YAMAHA」の商標 ヤマハ株式会社

商標
スマートフォン用保護シート・
シール類（追加分）

「EarPods」の商標（追加分） アップル インコーポレイテッド

商標 洋服類 「GOLDwin」の商標 株式会社ゴールドウイン

商標 バッテリー、バッテリー用ラベル 「FUJIFILM」の商標 富士フイルム株式会社

商標 自動車用シート 「BRIDE」の商標 ブリッド株式会社

商標

自動車エアコン用フィルター、電子
キー及び部品・附属品、自動車の部
品・附属品、二輪自動車の部品・附属
品、モバイルトレー、キーホルダー、ス
テッカー、キーケース、ネックピロー、
洋服類、ティーシャツ、ワッペン（単体
での輸入に限る）

「HONDA」「H」の商標 本田技研工業株式会社

商標 microSDカード（記録媒体）
「microSDXC」「microSDHC」の商標
（追加分）

エスディー＿3シー　エルエル
シー

商標 SDカード（記録媒体） 「SDXC」の商標（追加分）
エスディー＿3シー　エルエル
シー

商標 帽子 「SHIMANO」「NEXUS/ﾈｸｻｽ」の商標 株式会社シマノ

商標 飛行機模型 「ＡＮＡ」の商標 ＡＮＡホールディングス株式会社

商標 眼鏡類、ティーシャツ 「THOM　BROWNE」の商標 株式会社クロスカンパニー

税関への輸入差止申立て（新規・追加）一覧　（H27年10月～11月受理分）



【11月】

権利 品名
知的財産の内容
（又は変更内容）

登録商標、意匠等 申立人

商標 ゴルフクラブまたはその部品 「TaylorMade」の商標
テイラー・メイド・ゴルフ・カンパ
ニー・インコーポレイテッド

商標 おもちゃ 「BEY BLADE」の商標 株式会社タカラトミー

商標 傘（追加分） 「MARIMEKKO」の商標 マリメッコ オー ワイ ジェー

意匠 バーベキューコンロ本体 バーベキューコンロ本体に係る意匠 株式会社ロゴスコーポレーション

商標 洋服類 「OLD　NAVY」の商標
オールド　ネイビー（アイ　ティー
エム）インコーポレーテッド

商標 家庭用美顔器
「ビューティーバー（標準文字）」の商
標

岡田　英二

商標
眼鏡・サングラス類及びその付
属品（追加分）

「MONCLER」の商標
モンクレール　ソチエタ　ペル　ア
ツィオーニ

商標 LEDライト（懐中電灯） 「LED LENSER」の商標

ツヴァイブリューダー・オプトエレ
クトロニクス・ゲゼルシャフト・ミト・
ベシュレンクテル・ハフツング・ウ
ント・コンパニー・コマンディトゲゼ
ルシャフト

【12月】

権利 品名
知的財産の内容
（又は変更内容）

登録商標、意匠等 申立人

商標

ヘッドホン、イヤホン、スピー
カー、スマートフォン用ケース、
タブレット端末用ケース、Ｔシャ
ツ

「STUDIO」「BEATS PILL」「TOUR」に
係る商標（追加分）

ビーツ　エレクトロニクス　エルエ
ルシー（米）

商標 サッカーユニフォーム 「J.LEAGUE」に係る商標
公益社団法人
日本プロサッカーリーグ

商標
かばん・財布類、スマートフォン
用ケース、身飾品

「MARC BY MARC JACOBS」に係る
商標

マーク　ジェイコブズ　トレード
マークス　エル　エル　シー

商標
家庭用ゲーム機用コントロー
ラーの充電スタンド

「PS4」、「DUAL SHOCK」に係る商標
株式会社ソニー・コンピュータエン
タテインメント

著作
Ｔシャツ、携帯電話機ケース、
キーホルダー、手提げかばん、
布リボン、ショルダーポーチ

映画の著作物「妖怪ウォッチ」に係る
著作（ウィスパー、ジバニャン、コマ
さん、コマじろう、ブシニャン、フユ
ニャン、ロボニャン、ワルニャン、
USAピョン）

株式会社レベルファイブ

商標 洋服類 「mastermind JAPAN」に係る商標 本間　正章

税関への差止申立て情報は税関ＨＰに掲載しています
➢税関ＨＰ掲載アドレス：www.customs.go.jp/mizugiwa/chiteki/



関税鑑査官

電気カーペットに係る分類変更について 

  平成２７年１２月 

平成 27 年 3 月に開催された第 55 回世界税関機構（ＷＣＯ）ＨＳ委員会の決定

を受け、電気カーペットの分類についての取り扱いが、以下の通り変更となります。  

本取扱いは、平成 28 年 3 月 1 日から適用 されます。 

第 55 回 HS 委員会決定 

変更前 変更後 

変更後の具体的な取扱い 

※ 具体的な物品に関する分類は、業務部関税鑑査官に個別にご照会ください。

 
 

 
 

カバーを付して使用することが推

奨される電気カーペットの本体（カ

バー無）は、床用敷物とみなさず、

家庭において使用する種類の電熱

機器として、第 85.16 項（税率：

基本 Free）に分類。 

電気カーペットの本体（カバー無）

も、床用敷物として、使用時の露出

面の材質・性状等により分類。 

紡織用繊維製の電気カーペットは、カバーを付して使用されるか否かに

関わらず、紡織用繊維製の床用敷物として、第 57 類に分類される。 

物  品 分  類 

以下の物品は、すべて同様に

右のとおり分類されます。 

・そのまま使用されるもの 

・カバーを付して使用するこ

とが前提とされるもの 

（輸入時にカバーとセット

で 提 示 さ れ る か 否 か を 

問わない） 

使用時の露出面の材質・性状等により、床用敷物として、 

分類されます。 

1．露出面が紡織用繊維製のもの 

「紡織用繊維製の床用敷物」として、57 類に分類 

（例）・5704.90-200（フェルト製のもの） 

（基本 9％、協定 7.4％、特恵 Free） 

・5705.00-022（その他のもの、主として不織布） 

（基本 9.6％、協定 7.9％、特恵 6.32%） 

2．露出面がプラスチック製のもの 

「プラスチック製の床用敷物」として、39 類に分類 

（例）・3926.90-029 

（基本 5.8％、協定 3.9％、特恵 Free） 

・3918.10-000 

（ロール状のもの、塩化ビニルの重合体製のもの） 

（基本 4.6％、協定 3.1％、特恵 Free） 

第692回_通関協議会



 

 

第692回_通関協議会

（平成28年1月1日施行）

関税鑑査官
（第690回提供資料の訂正）

（統合せず現行のまま）

kiyomiyak
楕円



輸出 輸入

2013年10月 28% 2013年10月 25%
2013年11月 32% 2013年11月 30%
2013年12月 41% 2013年12月 34%
2014年1月 43% 2014年1月 38%
2014年2月 43% 2014年2月 38%
2014年3月 47% 2014年3月 40%
2014年4月 47% 2014年4月 42%
2014年5月 47% 2014年5月 44%
2014年6月 46% 2014年6月 44%
2014年7月 48% 2014年7月 47%
2014年8月 49% 2014年8月 48%
2014年9月 50% 2014年9月 50%
2014年10月 53% 2014年10月 53%
2014年11月 55% 2014年11月 60%
2014年12月 59% 2014年12月 62%
2015年1月 62% 2015年1月 63%
2015年2月 63% 2015年2月 63%
2015年3月 72% 2015年3月 63%
2015年4月 87% 2015年4月 69%
2015年5月 87% 2015年5月 71%
2015年6月 87% 2015年6月 71%
2015年7月 82% 2015年7月 72%
2015年8月 85% 2015年8月 73%
2015年9月 91% 2015年9月 76%
2015年10月 92% 2015年10月 76%
2015年11月 93% 2015年11月 78%
2015年12月 92% 2015年12月 80%

2015年12月の内訳 2015年12月の内訳
海上 92% 海上 80%
航空 96% 航空 72%

【参考】　2015年11月の各税関添付割合（海上）

東京 56% 東京 62%
横浜 93% 横浜 78%
神戸 89% 神戸 80%
大阪 85% 大阪 82%
名古屋 87% 名古屋 80%
門司 94% 門司 84%
長崎 93% 長崎 93%
函館 94% 函館 84%
沖縄 92% 沖縄 75%

合計 87% 合計 76%

輸出 輸入

横浜税関管内の申告添付登録（ＭＳＸ業務）利用状況

申告年月
区2,3

添付割合
申告申請年月

区2,3
添付割合

2016年1月13日

本関地区通関協議会資料

横浜税関業務部通関総括第1部門


	【資料３：知財】新規差止申立一覧H27.10～12（28.1.13 通協配付用）.pdfから挿入したしおり
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